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論　説

交通事故による損害賠償と 
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─最高人民法院指導性案例24号

（１）

を中心として─

胡 　 　 光 　 輝
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Ⅴ　関連裁判例

Ⅵ　関連裁判例の検討
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Ⅷ　結びにかえて

（ 1 ）　「栄宝英訴王陽、永誠財産保険股份有限公司江陰支公司機動車交通事故責任糾
紛案」江蘇省無錫市濱湖区人民法院2013年 2 月 8 日判決（2012）錫濱民初字第1138
号（最高人民法院審判委員会検討採択、2014年 1 月26日公布（人民法院報2014年 1
月29日 3 面））。また、指導性案例24号について、既に判例評釈（胡光輝「交通事故
による損害賠償と被害者の特殊な体質に関する最高人民法院指導性案例24号」判例
時報2304号23─24頁）を公表しているが、同評釈では、紙幅の関係で十分に論じる
ことができなかったため、ここに大幅に加筆・修正を行い、改めて検討することと
した。なお、最高人民法院は、指導性案例の選定作業において、2005年から2010年
までの間に最高人民法院公報に掲載されている319件の案例に対しても整理・編集
を行い、その中から15件案例を指導性案例として選定し公表した（郭鋒（最高人民
法院研究室副主任） 「最高人民法院発布加強案例指導工作情況」 （2015年 6 月 2 日公表）、 
http://www.chinacourt.org/article/subjectdetail/id/MzAwNEhNNIABAA%3D%3D.
shtml　2016年 5 月 3 日アクセス）。
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Ⅰ　はじめに

1 　中国における「指導性案例」の公布

　2010年11月26日、最高人民法院は、「案例
（２）

指導業務に関する規定
（３）

」（以下

「規定」という。）を公布した。翌年12月20日に最高人民法院は、第一回目

の指導性案例 4 件を公布、2016年 9 月30日には、第14回目
（４）

の指導性案例 5

（ 2 ）　「案例」という用語について、日本では、原語をそのまま用いるものが多いが、
「判例」という用語も多くみられる。本稿では、原語のまま「案例」を用いる。案
例と判例の違いについて、最高人民法院研究室副主任郭鋒氏は、次のように説明し
ている。すなわち、第一に、案例を用いた法律規定に対する解釈及び適用は、司法
活動の一環である。指導性案例は、法源ではなく、法律効力を有しないため、我々
の指導性案例は英米法系の裁判官による法創造が認められる判例制度とは違って、
中国の裁判官が法創造できず、立法機関しか法律を制定ことができない。第二に、
中国の指導性案例の生成は、一定の規範に従い、つまり、最高人民法院が選定・審
査及び公布を行っているが、英米法系の判例はこのような手続きがない。第三に、
中国の中級人民法院及び基層人民法院の裁判官が審理して下した判決も、指導性判
例として選定される可能性あるが、判例制度を受け入れている大陸法系の国々で
は、最高裁判所が審理した事件しか判例になれず、英米法系の国々では、審級の低
い裁判所の判決は先例になることが少ない。（「最高人民法院加強案例指導工作情況
新聞発布会」（郭鋒氏の発言）最高人民法院公式ホームページ http://www.live.
chinacourt.org/chat/fulltext/listId/40709/template/courtfbh20150602.shtml　2016年
5 月 7 日アクセス）。また、英米法系の判例法は中国の政治制度に合わず、「判例」
あるいは「判例法」を使うと誤解を招く可能性があり、「案例指導制度」は中国の
現実状況にあっているだけでなく、人々に広く受け入れられている「案例」のほう
が制度の発展に一定の空間をもたらすことができるなどと指摘されている（胡雲騰
主編・最高人民法院案例指導工作弁公室編『最高人民法院指導性案例参照与適用』

（人民法院出版社、2012年）80頁参照）。さらに、案例指導制度の原則は、指導性案
例の事実上の拘束力を否定するわけではなく、しかし、目下の制度枠組みにおいて
は法源としてまだ直接援用できない。司法解釈の実践サンプルとして、司法解釈制
度の補充的な役割を果たしている（同、85頁）。

（ 3 ）　「最高人民法院関于案例指導工作的規定」（法発〔2010〕51号）2010年11月15日
に最高人民法院審判委員会第1501回会議採択、2010年11月26日公布。同年 7 月29日
に最高人民検察院の関于案例指導工作的規定（2015年12月30日に修正）が出されて
いた。
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件を公布し、計69件の指導性案例が公布された。また、2015年 5 月13日、

最高人民法院は、上記「規定」の実施細則
（５）

を公布した。「規定」及びその

実施細則の制定によって、中国における「案例指導制度」が確立されたと

いえる。

　最高人民法院は指導性案例について、次のような見解
（６）

を出している。中

国では、各地の経済・社会の発展に格差が生じ、司法関係者の能力の差や

法を執行する環境の違いなどの問題を抱えており、裁判実務において［同

案不同判］（同種の事件につき異なる判決が下される。）の現象が生じ、司法

に対する信頼が損なわれている。案例指導制度の構築は、法律適用及び裁

判の尺度を統一するというメリットがあり、司法の効率を高め、司法の公

正を促進することができる。

　「規定」 7 条は、指導性案例について、各級の人民法院が類似案例を審

理するときに参照しなければならない、と定めている。また、同11条によ

れば、裁判理由の部分において、指導性案例の番号及び要旨を引用しなけ

ればならず、公訴を提起する機関、事件の当事者及び弁護人・訴訟代理人

が指導性案例を引用して主張理由とする場合は、裁判所は判決理由におい

て当該指導性案例を参照したかどうかを明らかにする必要があると同時

に、理由も付しなければならないと規定している。中国における「指導性

案例」の効力問題、「規定」に定めている「参照しなければならない」の

解釈問題など
（７）

について、学者や実務家の間で盛んな議論が交わされてい

（ 4 ）　「最高人民法院発布第14批指導性案例」最高人民法院公式ホームページ2016年
10月 4 日アクセス、http://www.court.gov.cn/zixun─xiangqing─27791.html。

（ 5 ）　最高人民法院は、2015年 5 月13日に「最高人民法院の案例指導業務に関する規
定の実施細則」（最高人民法院審判委員会は2015年 4 月27日に検討・採択）を公布
した。実施細則 1 条によれば、案例指導関連業務の強化、規範化及び促進をし、指
導性案例が裁判業務に対して指導的な役割を十分に発揮し、法律適用の基準を統一
し、司法の公正を維持するため、実施細則を制定したとしている。

（ 6 ）　郭鋒・前掲注（ 1 ）。
（ 7 ）　陳興良教授は、「実質的には判例としての性格を有するもの」であり、「案例指

導制度は、中国の特色のある判例制度であるといってもよい」と述べている（陳興
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る。これらの問題については、また機会を改めて論じることとしたい。

2 　指導性案例24号の選定経緯及び理由

　指導性案例24号は、江蘇省無錫市中級人民法院により提出され、江蘇省

高級人民法院の審査・検討を経て、最高人民法院案例指導作業弁公室に推

薦されたものである。選定の経緯
（８）

はおよそ次の通りである。

　2013年 9 月 9 日、江蘇省高級人民法院審判委員会は、本件判決は最高人

民法院の「案例指導工作に関する規定」に符合し、同種事件の審理に対す

る指導的な役割、及び被害者の合法的な権利・利益の保護などにとっても

一定の意義を有するとして、本件判決の推薦を決めたという。同年 9 月13

日に開かれた案例指導作業弁公室の全体会議にて検討を行ったうえ、最高

人民法院民事第一法廷の意見を求めたところ、民事第一法廷から本件判決

の論理構成が明確で、結論も妥当なものであり、実務における誤った認識

を正すことができ、規範を示すことができるとの見解が示され、公布に至

ったのである。

　「指導性案例24号」は、公表されてから、多くの下級裁判所の判決で引

用されており、2016年 2 月16日現在、引用はすでに133件に達し、他の指

導性案例に比べると群を抜いており
（９）

、その影響がみて取れる。

良（金光旭訳）「中国における案例指導制度」Review of Asian and Pacific Studies 
No. 37、66頁）。日本でも多くの研究成果が発表されている。案例指導制度の形
成・現状及び問題点などについて、但見亮「『案例指導』の現状と機能─『中国
裁判事例研究』の始にあたり」比較法学43巻 3 号 1 頁以下を参照されたい

（ 8 ）　最高人民法院案例指導工作弁公室「『栄宝英訴王陽、永誠財産保険股份有限公
司江陰支公司机動車交通事故責任糾紛案』的理解与参照─個人体質特殊不属于減
軽侵権人責任的情形」人民司法2015年12期、 9 頁参照

（ 9 ）　指導性案例研究組「民商事指導性案例司法応用年度報告（2015）」http://
weekly.pkulaw.cn/Admin/Content/Static/af800008─5836─412a─b3cd─7a61697ced03.
html（当該報告は、北京大学法制信息中心及び北京大学法律情報網のデータに基
づいて作成されたものであるという。）。また、指導性案例研究組「最高人民法院指
導性案例司法応用年度報告2015」参照、北京大学法律情報網　http://article.
chinalawinfo.com/ArticleFullText.aspx?ArticleId=94379　2016年 4 月25日アクセ



交通事故による損害賠償と被害者の特殊な体質に関する基礎的考察（胡）　　93

　近年、中国では、自動車事故が多発しており、指導性案例24号が公表さ

れるまでの中国の裁判実務は、加害者と被害者の過失の程度を斟酌して、

公平の原則に基づいて割合的な解決を行ってきた。しかし、指導性案例24

号は、被害者の特殊な体質を被害者の故意・過失とすることができないだ

けでなく、加害者の行為と被害者の損害との間に相当因果関係が存在する

などの理由として、それまでの割合的な解決を否定して、加害者にすべて

の損害賠償責任を負わせることにしたのである。同種事件の処理に大きな

影響を与えていることを考えると、極めて画期的な判決であるといえる。

　本稿は、指導性案例24号の判決内容及び関連裁判例を紹介し、中国にお

ける（主に）交通事故による損害賠償と被害者の特殊な体質をめぐる問題

について、若干の考察を加えることとする。

Ⅱ　指导案例24号

1 　判旨

　交通事故の被害者に故意・過失〔過錯
（10）

〕がない場合、その体質状況の損

害結果に対する影響は、加害者の責任減軽の法定事由に該当しない。

2 　事実の概要

　原告 X の主張

　X は、被告 Y 2 が運転する車に衝突され、けがをした。

ス。次に多いのは、指導性案例15号「売買契約に関する紛争」の18件である。なお
当該報告書は、北京大学の「北大法宝の司法案例データベース」の中のデータを分
析対象としている。

（10）　中国法上の「過錯」は、行為者がその行為を決定する心理状態を指し、故意と
過失の 2 つの内容を含むと解されている（法学教材編集部『民法原理』編写組（佟

柔主編）『民法原理』（法律出版社、1983年）226頁）。また、行為者の過錯とは、
「行為者が行為を実施するときのある種の心理状態を指す。それは、不法行為を構
成する主観要件」であり、故意と過失を含む（佟柔・趙中孚・鄭立主編『民法概
論』（中国人民大学出版社、1982年）309頁などを参照されたい）。
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　江蘇省無錫市浜湖交通警察の認定

　Y 2 が事故のすべての責任を負い、X が Y らに対して医療費30,006元、

入院中の食事代414元、栄養費1,620元、障害賠償金27658.05元、看護費

6,000元、交通費800元、精神損害慰謝料10,500元、さらに本件訴訟費用及

び鑑定費用などの損害賠償請求を行った。

　Y 1 （永誠財産保険股份有限公司江陰公司）の主張：事件の経過及び責任

について、異議なく、強制保険の限度額内において賠償を行う。医療費用

30,006元、入院中の食事費414元の賠償についても認める。鑑定意見によ

ると、被害者 X の損害における Y の寄与度は75％、X の体質によるもの

は25％であり、したがって障害に関する損害の寄与度は0.75をかける必要

があり、20743.54元を認定する。栄養費用の1350元、看護費用の3300元、

交通費の400元を認めるが、鑑定費用を認めない。

　Y 2 の主張：事故の経過に関する認定及び責任を認め、X の損害は、

Y 1 が強制保険額の範囲内において優先的に賠償を行う。鑑定費用につい

ては、裁判所の判断に委ね、その他の各費用については、保険会社の意見

に従う。Y 2 はすでに X に20,000元の賠償を行った。

　裁判所の認定：2012年 2 月10日14時45分頃、Y 2 は No 蘇 MT1888の車

を運転して、江蘇省無錫市浜湖区蠡湖大道に沿って、北から南へ進行し、

交差点で道を渡っている X に接触し、けがを負わせた。2 月11日、警察は

「道路交通事故認定書」を作成し、Y 2 が事故の全責任を負い、X に責任

がないことを認定した。事故発生当日、X はすぐに病院に運ばれ、治療

を受け、医療費である30,006元のうち、Y 2 が20,000元を支払った。Y 2

は治療の期間中、月2,200元でお手伝いの方に来てもらっていた。事故を

起こした車は Y 1 保険会社で車交通事故強制保険に加入しており、保健期

間は2011年 8 月17日 0 時から2012年 8 月24時までの一年間であった。X の

医療費は30,006元、入院中の食事代は414元、精神的慰謝料の10,500元につ

いては、当事者双方に争いがない。

　無錫市病院の司法鑑定によると、① X の左橈骨遠位端骨折の障害等級
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は10級と認定し、左下肢損傷の障害等級は 9 級である。損害の寄与度は

75％であり、被害者の個人の体質によるものは25％を占める。② X の入

院治療による欠勤は150日であり、看護期間は60日で、回復期間90日であ

る。一審裁判所は、これによって損害賠償金27658.05元のうちの25％を減

額し、20743.54元とした。

3 　裁判結果

　 1 審江蘇省無錫市浜湖区人民法院は、2013年 2 月 8 日に（2012）錫浜民

初字第1138号判決において、次のように判示した。

　①�　Y 1 は判決の効力発生の日から10日以内 X に医療費、入院中の食事

代、栄養補給費用、障害賠償金、看護費用、交通費、精神損害の慰謝

料計45343.54元を支払うこと。

　②�　Y 2 は判決の効力発生の日から10日以内に X に医療費、入院中の

食事補助費用、栄養補給費用、鑑定費用用計4040元を支払うこと。

　③�　それ以外の X の請求を棄却する。判決後、X がこれを不服として

上訴した。

　 2 審無錫市中級人民法院は、2013年 6 月21日に原審における法律適用の

誤りがあったことを理由として、次のように判示した（（2013）錫民終字第

497号民事判決）（以下「本件判決」という。）。

　①�　無錫市浜湖区人民法院（2012）錫濱民初字第1138号民事判決を取り

消す。

　②�　Y 1 は本件決の効力発生の日から10日以内に X に52258.05元を賠償

する。

　③�　Y 2 は本件判決の効力発生の日から10日以内に X に4040元を賠償

する。

　④�　それ以外の X の請求を棄却する。
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4 　裁判理由

　中国権利侵害責任法第26条は、「損害の発生について、被権利侵害者に

も故意・過失がある場合には、権利侵害者の責任を軽減することができ

る」と定めている。また、道路交通安全法第76条 1 項 2 号によれば、自動

車と非自動車の運転者・歩行者との間で交通事故が発生し、非自動車の運

転者・歩行者に故意・過失がない場合には、自動車側が責任を負うが、非

自動車の運転者・歩行者に故意・過失があることを証明する証拠がある場

合は、故意・過失の程度によって自動車側の賠償責任を一定程度減軽する

ことができる。したがって、交通事故に関する障害賠償金の減額につい

て、被害者の損害の発生または拡大において、過失を有するか否かに基づ

いて分析をしなければならない。本件交通事故でもたらされた障害に、個

人の体質の状況が一定の影響を与えたものの、被害者 X に故意・過失が

あるわけではなく、X に一定の責任を負わせることはできない。原審判

決は、加害行為による損害の寄与度は75％であり、被害者 X の個人の体

質によるものは25％を占める、という障害の等級鑑定結論に基づき、障害

賠償金の減額を行ったことについて、法律適用の誤りがあって、これを取

り消さなければならない。

　交通事故被害者に生じた損害および損害の結果との因果関係からみる

と、本件交通事故を引き起こした Y 2 は、車を運転して横断歩道を通過

する際に安全注意義務を果たしていなかったため、X に衝突した。本件

交通事故がもたらした損害の結果は、被害者 X が車に衝突され、転倒し

て骨折したことによるものであり、X は本件事故の発生及び損害の結果

について、過失がなく、責任を負わない。X は年配者であるが、しかし、

X の骨粗しょう症は事故の結果をもたらした客観的要素に過ぎず、法律

上の因果関係を有するわけではない。したがって、被害者 X は損害の発

生または拡大について過失がなく、加害者の賠償責任を減軽または免除す

る法定の事由が存在しない。また、自動車を運転する者が運転のルール、

歩行者優先という基本的な交通規則及び社会的マナーを遵守しなければな
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らない。本件事故は、歩行者用横断歩道において発生し、普通に歩いてい

る歩行者 X が車に衝突されることについて予見できず、Y 2 が車を運転

して横断歩道を通過する前に法令に従い減速・徐行を行わず、通行人を優

先しなかったことが、事故の発生をもたらした。したがって、法律の規定

に基づき、車側が事故のすべての賠償責任を負わなければならない。

　中国の道路交通安全法の関連規定によれば、自動車の交通事故により人

を死傷させ、財産の損害をもたらした場合は、保険会社が自動車第三者責

任強制保険の賠償限度額内において賠償を行う。しかし、自動車交通事故

責任強制保険制度は、強制保険の賠償を確定するときに被害者の体質が損

害結果に及ぼした影響によって一定の減額を行うことを規定しているわけ

ではなく、保険会社の免責事由も被害者が故意に交通事故を起こした場合

に限るのであり、仮に保険に加入している自動車に責任がなくても、保険

会社は交通事故責任強制保険の無過失責任の賠償限度額内に賠償を行わな

ければならない。したがって、法律規定の賠償項目及び基準に合致する被

害者の損害について、すべて自動車交通事故責任強制保険の賠償範囲に属

するとして、「損害の寄与度」に基づき、損害賠償責任及び自動車交通事

故責任強制保険による賠償責任を確定することは、法的根拠はないといわ

なければならない。

Ⅲ　学説

1 　寄与度減責理論

　中国では、不法行為による損害賠償における複数の原因が競合した場

合、その損害の発生・拡大に作用した力あるいは程度について、〔原因

力
（11）

〕、〔参与度〕などの概念が用いられている。本稿では、「寄与度」とい

（11）　「判例上斟酌の対象となった原因力には、被害者の心因的素因及び体質的素因、
自然力、建物の壊れやすい素因などがある」という（谷口聡「寄与度減責理論の展
開と本質的課題」法学研究論集 5 号（1996年）185頁）。
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う用語を用いる。被害者の特殊な体質は、不法行為責任の分担との関係に

ついて、法律上明文の規定があるわけではない。司法実務では、裁判所は

多くの場合、寄与度理論と公平の原則
（12）

を用いて、被告と特殊な体質を有す

る原告に分担させる形で解決を図っている
（13）

と指摘されている。

　被害者の特殊な体質を含むいくつかの原因が競合する事例の場合に、加

害者の責任を減軽することができるかどうかの問題について、日本では、

「裁判所は、損害の発生または拡大につき、被害者の素因が競合する場合

に、素因が『寄与』する限度で加害者の責任を減じるものが増加してい

る。考慮される素因の範囲、減額の理論的根拠等についてはなお争いがあ

るものの、裁判実務の大勢は、この種の寄与度減責を肯定する方向で一致

（12）　公平責任は、衡平責任とも称され、損害について当事者双方がともに過失がな
い場合、人民法院が公平の観念に基づき、加害者が被害者の財産的損害について一
定の補償を命じることを指す（王利明・楊立新編著『侵権行為法』（法律出版社、
1996年）43頁）。中国における帰責原理について、一元説（過失責任）、に言説（過
失責任及び無過失責任）、多元説（たとえば、①過失責任、危険責任及び公平責任、
②過失責任、過失推定責任及び無過失責任、③過失責任及び厳格責任を基本的な帰
責原理とし、公平責任を補充的原則として、設定的無過失責任を例外とするという
などの主張が出されており、一致していない。）等の学説があり、権利侵害責任法
は、過失責任及び無過失責任の 2 元説を採用している（張新保『侵権責任法』（中
国人民大学出版社、2013年）13─14頁、梁慧星「中国侵権責任法解説」北方法学 5
巻25期、 7 頁、王利明「侵権責任法的中国特色」法学家2010年 2 期、86頁等を参照
されたい）。

（13）　周小鋒「特殊体質受害人損害賠償問題研究」人民司法2012年13期、93─94頁参
照。なお、原因力と公平の原則を言及した東京地判昭50・ 1 ・16判時791号96頁は、
自転車で走行中の被害者が自動車に衝突されて重大な傷害を蒙った事案につき、被
害者の年齢的体質的素因（老人性変形性頸椎症）による減額を否定し、「被害者の
持つ潜在的負因が症状の発生憎悪に原因力を与えている（寄与している）場合、こ
れを理由に損害額を減額する傾向のあったことは確かである」が、しかし、「加害
者の責任領域に属する交通事故が原因力を与えている場合にまで右の考え方を適用
することはかえって公平の原則にもとるものといえよう。右の考え方は先に見たと
おり、潜在的な負因が、交通事故による外力を待つまでもなく、日常生活の些細な
出来事がきっかけとなっても、顕現することのあり得るような場合等の如く、適正
にその適用場面を限定すべきものと思料する。」。東京地判昭50・ 1 ・31交民集 8 巻
1 号197頁も同旨。
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していると言ってよい。学説には反対する説もあるがやはり多数は実務の

傾向を支持している
（14）

」といえる。中国では、1980年代から論じられるよう

になった。たとえば、特殊な体質を有する被害者に、加害者の軽微な故

意・過失により大きな損害がもたらされ、仮にその損害について一般人が

予見不可能であったとしても、加害者に一定の責任を負わせる必要がある

と論じるものがある
（15）

。

　1990年まで、故意・過失割合の大小によって損害賠償の責任分担を決め

ていた
（16）

。最も早い段階から故意・過失の程度について検討を行ったのは、

1958年に出版された「中華人民共和国民法基本問題」であり、後の学者も

故意・過失の程度に応じて責任の分担論を展開してきたという
（17）

。たとえ

ば、1982に出版された全国大学統一教材『民法概論
（18）

』において、損害賠償

責任を確定するとき、被害者の過失の有無、過失の大小などにより加害者

の賠償責任を減軽するかどうかを斟酌するとしている。

　1990年代から、原因競合
（19）

における割合的解決を図る際に、寄与度が一つ

（14）　能見善久「寄与度減責─被害者の素因の場合を中心として」加藤一郎・水本浩
編『四宮先生古稀記念論文集　民法・信託法理論の展開』（弘文堂、1986年）215
頁。また、大塚直「原因競合における割合的 . 責任論に関する基礎的考察」星野英
一古稀祝賀『日本民法学の形成と課題　下』（有斐閣、1996年）851頁以下、窪田充
見「被害者の素因と寄与度概念の検討─不法行為法上の損害賠償額決定過程につ
いての一考察─」判例タイムズ558号、64頁37頁以下、などを参照されたい。

（15）　魏振瀛「論構成民事責任条件的因果関係」北京大学学報（哲学社会科学版）
1987年 3 期、99頁参照。同論文において、「原因力」の用語を用いている。

（16）　楊立新・梁清「原因力的因果関係理論基礎及其具体応用」法学家2006年 6 期、
103頁参照。

（17）　楊立新・梁清・前掲注（16）・103頁参照。なお、1950年の「列車と車の衝突事
件に関する損害賠償事件」において、裁判所は、「双方に故意・過失」があるとし
て、列車の賠償責任を軽減した（同、103頁参照）。

（18）　佟柔・趙中孚・鄭立主編『民法概論』（中国人民大学出版社、1982年）315頁、
（19）　「いわゆる原因競合とはすなわち、複数原因が間接的に結合され同一の損害結

果が生じた場合をいい、すなわち、いわゆる『多因一果』である」（文元春「中国
における共同不法行為についての基礎的研究─狭義の共同不法行為を中心に
─」早稲田法学会誌65巻 1 号（2014）429頁）。
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の基準として理論と実践の両面から言及されるようになったという
（20）

。一般

に、寄与の程度は、原因の性質、原因事実と損害との間の距離及び原因事

実の強弱によって決まるといわれているが、この点について、張宝新教授

は、次のように論じている
（21）

。複数原因が存在し、因果関係上競合している

場合には、賠償額を確定する際に、それぞれの加害原因の寄与度を主な判

断基準とすべきであり、故意・過失を補充的な基準とすべきである。その

理由
（22）

について、次のように説明している。

　 1 つは、権利侵害責任法の主な機能は、損害に対する填補であり、行為

者に対する懲罰的役割を果たしているわけではない。損害賠償の額を確定

する際に、行為者の主観的な故意・錯誤に注目する必要性があるわけでは

なく、行為者の行為の損害結果に対する寄与の程度に注目し、行為者に自

らの行為がもたらした損害の賠償責任を負わせることは、公平・正義にか

なっている
（23）

。

（20）　楊立新・梁清・前掲注（16）・103頁参照。
（21）　張新宝・明俊「侵権法上的原因力理論研究」中国法学2005年 2 期、98頁。
（22）　張新宝・明俊・前掲注（21）・98頁。
（23）　日本では、最判昭63・ 4 ・21民集42巻 4 号243頁は、「身体に対する加害行為と

発生した損害との間に相当因果関係がある場合において、その損害がその加害行為
のみによって通常発生する程度、範囲を超えるものであつて、かつ、その損害の拡
大について被害者の心因的要因が寄与しているときは、損害を公平に分担させると
いう損害賠償法の理念に照らし、裁判所は、損害賠償の額を定めるに当たり、民法
722条 2 項の過失相殺の規定を類推適用して、その損害の拡大に寄与した被害者の
右事情を斟酌することができるものと解するのが相当である。」と判示している。
また、最高裁は初めて体質的要因による素因減額を認めた、最判平 4 ・ 6 ・25民集
46巻 4 号400頁は、「被害者に対する加害行為と被害者のり患していた疾患とがと
もに原因となって損害が発生した場合において、当該疾患の態様、程度などに照ら
し、加害者に損害の全部を賠償させるのが公平を失するときは、裁判所は、損害賠
償の額を定めるに当たり、民法722条 2 項の過失相殺の規定を類推適用して、被害
者の当該疾患を斟酌することができるものと解するのが相当である。けだし、この
ような場合においてもなお、被害者に生じた損害の全部を加害者に賠償させるの
は、損害の公平な分担を図る損害賠償法の理念に反するものといわなければならな
いからである。」と判示している。
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　いま 1 つは、寄与度とは、行為者の行為の、損害の発生及び拡大に対す

る寄与の程度を指し、事実の観点から加害者の行為と損害との間の客観的

な関連性、寄与した程度を確認するものであり、法的価値判断は含まれな

い。故意・過失は当事者の主観的心理状態であり、その程度及び大小を確

定できない可能性があり、比較できないため、寄与度理論が当事者の責任

分担をより客観的に確定することができる
（24）

という。

　また、楊立新教授は、次のように論じている。寄与度は、損害結果をも

たらした原因の競合が生じた場合、一つ一つの原因が損害の発生及び拡大

に寄与した度合いといい、競合的不法行為による損害賠償の範囲を確定す

るために重要な役割を果たしているが、あくまでも相対的なものである
（25）

。

主に、①当事者双方の過失程度を確定できない場合、複数の行為のそれぞ

れの寄与度に基づき、各々の責任の比率を確定すること、②当事者双方の

過失程度が同じである場合、それぞれの行為の寄与度の大小に従い、それ

ぞれの賠償責任の微調整を行うことなどを通じて体現されているという
（26）

。

寄与度に関する判断は、事実的寄与度と法的評価に分けて判断され、前者

に対する判断は、主に行為と損害との間に「あれなければこれなし」法理

に基づく事実因果関係であるが、しかし、複数の原因の場合は、事実的因

果関係が否定されてしまうため、やはりその因果関係を確定するには、実

質的原因（substantial factor rule）を補充的なルールとて把握する必要があ

る
（27）

という。つまり、「事実上の因果関係の問題は、『寄与率』というように

量的な問題として考えるように変えていくのが合理的である
（28）

」という考え

方である。

（24）　張新宝・明俊・前掲注（21）・98頁。
（25）　王利明・楊立新・前掲注（12）・215─216頁参照。
（26）　王利明・楊立新・前掲注（12）・216頁。
（27）　楊立新・梁清・前掲注（16）・105頁参照。
（28）　野村好弘「判批」交通民集 1 巻索引・解説号（1969年）226頁、同「因果関係

の本質」財団法人交通事故紛争処理センター編『交通事故損害賠償の法理と実務』
（ぎょうせい、1984年）62頁以下、また小賀野晶一「むち打ち症被害者の適正救済
と割合的判断」判タ674号、44頁以下参照。
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　寄与度理論は、医療過誤による損害賠償事件において広く用いられてお

り、鑑定機関は、病院の医療行為が患者にもたらした損害の原因力を、寄

与度〔参与度〕と称して鑑定の結論において損害の寄与度に応じた一定の

負担割合を算出し、裁判所は往々にして鑑定機関の割合に従い賠償責任を

認定することにしている
（29）

。そもそも、医療機関の医療行為は、ある種の損

害をもたらす「可能性」があり、「医療機関がこの種の不確定の『可能性』

の全責任を求められるのであれば、医療機関の責任が不合理に拡大され、

公平の原則に符合せず、しかしながら、医療機関の不当な医療行為は、損

害結果が発生する可能性をもたらすだけであるものの、結果発生の原因で

もあるため、公平の原則及び被害者保護の角度から考えると、医療機関も

損害結果につき、一定の責任を負う必要がある
（30）

。

　法的評価について、予見可能性と直接損害の理論を用いて判断されるこ

とが論じられている
（31）

。予見可能性の理論は、主に故意不法行為［侵権行

為］事件における寄与度の認定に適用され、行為者が自らの故意・過失に

ついて責任を負い、予見可能な行為の結果についてしか責任を負わないと

いう考えである
（32）

。予見可能性を厳格に解することになると、ほとんどの場

合における被害者の特殊な体質について、加害者が予見できないのが通常

であると考えられるから、責任が否定されることになってしまう
（33）

。これに

対し、直接損害について、賠償されるべき損害は、直接損害に限られる

（フランス民法1151条）とし、行為者が損害について予見可能であったかど

うかを問わず、当該行為による寄与度があると論ぜられている
（34）

。つまり、

（29）　周小鋒・前掲注（13）・94頁参照。
（30）　趙俊「医療機構因接種不当所致損害的責任承担─王某与某地段医院、某疾病

予防控制中心人身損害賠償案評析」法学2006年 3 期、159頁参照。
（31）　楊立新・梁清・前掲注（16）・105─106頁。
（32）　楊立新・梁清・前掲注（16）・105─106頁、張新宝『侵権責任構成要件研究』

（法律出版社、2007年）345頁等。なお、台湾の裁判例の立場は、被害者の特殊な体
質について、加害者が予見できなくても、損害賠償責任を負う（陳聡富『因果関係
与損害賠償』（北京大学出版社、2006年）124頁）。

（33）　能見善久・前掲注（14）・222頁参照。
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因果関係の角度から、予見可能性を問題視することなく、寄与度の範囲に

おいて因果関係があるとしているのである。

2 　因果関係と寄与度

　不法行為による損害の発生原因は、一つの行為あるいは事件によること

は稀であり、多くの場合、さまざまな素因が互いに関連し合い、影響し合

うのが通常である
（35）

。中国の伝統的必然的な因果関係説は、複数原因によっ

てもたらされた同一の損害について、直接原因と間接原因、主な原因と主

でない原因を分けることにしており、間接原因の場合は、因果関係を有せ

ず、行為者の責任が免除されるが、主な原因と主でない原因のいずれも損

害事実をもたらす原因であるため、それぞれ損害をもたらした度合いによ

って責任を分割する（たとえば、後掲2001年の司法解釈
（36）

）。いわゆる直接原

因は、損害の結果に直接作用し、損害発生・展開の過程において、ある種

の必然性を表しており、間接原因は、往々にして偶然にほかの要素が介入

し、結合した結果として損害が生じたのであり、直接原因と間接原因を区

別する主な目的は、間接原因について責任を負うか否か、負う責任の程度

を確定するためであるという
（37）

。

　必然的因果関係は、原因と条件を区別し、行為者の行為と損害結果との

間に内在的、本質的、必然的な関係を有するときのみ法律上の因果関係が

認められる
（38）

。これに対して、相当因果関係説は、行為と損害の結果との間

に直接的な因果関係を要せず、行為者の行為が損害の結果との間に相当な

条件があれば、行為者が責任を負うと主張する
（39）

。不法行為によって発生し

（34）　楊立新・梁清・前掲注（16）・105─106頁、龔海南「特殊体質受害人之侵権賠償
芻議」法律適用2012年 8 期、74頁など。

（35）　王利明・楊立新・前掲注（12）・62頁参照。
（36）　楊立新・梁清・前掲注（16）・106頁参照。
（37）　趙俊・前掲注（30）・159頁参照。
（38）　王利明・楊立明編著・前掲注（12）・62─63頁。
（39）　王利明・楊立明編著・前掲注（12）・62頁。
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た損害賠償につき、損害発生を惹起した行為の寄与度〔原因力〕のいかん

にかかわらず、すべて損害の原因であり、条件と結果を区別してしまう

と、加害者は責任を免れ、被害者が救済を受けられなくなってしまう可能

性がある
（40）

と、多くの学者が相当因果関係説を支持する。

3 　公平（責任）の原則

　被害者の特殊な体質に関連する損害賠償事件において、多くの裁判所は

公平の原則を適用しており、まず、加害者（被告）の行為と特殊な体質を

有する被害者の損害との間に因果関係があることを認定し、それから、加

害者に過失がないことを理由に不法行為責任を否定し、最後に被害者が受

けている損害の重大さにより、損害を被害者と加害者双方に負担させるよ

うにしている
（41）

。

　公平の原則は、「民事責任の合理的な分担を通じて体現するが、民事責

任の合理的な分担については、民事主体が故意・過失があるときしか民事

責任を負わず、責任の割合は、故意・過失の程度によって決まる。しか

し、当事者双方に故意・過失がなければ、その民事責任は当事者双方が合

理的な分担を行う。これは、民法の不法行為における公平責任の原則
（42）

」で

ある。民法通則 4 条は、公平の原則に基づき、民事活動を行わなければな

らないと規定している。公平の原則は、①立法者及び裁判を行う者が民事

立法及び司法の過程において、民事主体間の利益の均衡を守らなければな

らないこと、②民事主体は、社会によって広く認められている公平の理念

に従い、民事活動に従事し、当事者間の利益の均衡を守らなければならな

いこと、の 2 つを含む
（43）

。

　民法通則132条は、当事者双方がもたらした損害について、故意・過失

（40）　王利明・楊立明編著・前掲注（12）・62─63頁。
（41）　周小鋒・前掲注（13）・95頁参照。
（42）　譚玲「論公平原則」現代法学1989年 4 期、28頁。
（43）　王軼「論民法諸項基本原則及其関係」杭州師範大学学報［社会科学版］2013年

5 月・ 3 期、95頁参照。
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がないとき、実際の情報に応じて、当事者が民事責任を分担すると規定し

ている。また、権利侵害責任法24条は、被害者及び行為者が損賠の発生に

ついて故意・過失がないとき、実際の状況に応じて、当事者双方が損失を

分担する」と定めている。

　権利侵害責任法24条は、民法通則132条における「民事責任を分担する」

を「損失を分担する」と改めた。ここでいう「実際の状況」に応じて、損

失又は民事責任を分担することは、おもに当事者双方の財産・収入などの

経済的事情、社会的地位、教育のレベル及び被害者の損害状況等を斟酌し

て加害者の賠償額を確定することを指すのであり、明らかに民法の交換的

正義及び矯正的正義という価値理念を超越しており、弱者・貧困者を助け

る［済弱扶貧］という集団主義を実践していることを意味する
（44）

、との指摘

がある。

　小口彦太教授は、「不法行為に関する民法通則132条の公平責任原則ある

いは権利侵害責任法24条の公平損失分担原則と一脈あい通ずる社会法的原

理を体現した規定であり、抽象的『人』のレベルでの形式的正義の実現を

めざす日本民法とは原理を異にする。しかもこの原則は……責任がないに

もかかわらず賠償義務を負わせる役割を果たしている
（45）

。」と指摘している。

　そもそも中国法では、因果関係を公平責任の適用要件としておらず、裁

判所は、いったん被害者の特殊な体質を因果関係のもとに評価・認定する

ことは、過失と因果関係との関連を断ち切るだけでなく、理論的混乱をも

たらす
（46）

、との指摘がある。

（44）　易軍「民法公平原則新詮」法学家2012年 4 期、66─67頁参照。
（45）　小口彦太・田中信行『現代中国法』［第 2 版］（成文堂、2012年）250─251頁。

また、同「中国的特色を有する民事判決─違約責任も不法行為責任もないのに賠
償名命ぜられた事例─」早稲田法学87巻 2 号（2012）、103頁以下を参照された
い。

（46）　周小鋒・前掲注（13）・94頁参照。
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Ⅳ　立法

　被害者の特殊な体質（身体的素因）が損害の発生・拡大に寄与している

場合に、加害者の賠償責任を減軽することができるとしている。たとえ

ば、1984年最高人民法院の「民事政策・法律を貫徹・執行することに関す

る若干問題の意見」72条は、被害者の故意・過失により加害者の賠償責任

を軽減することができるとし、73条は、故意・過失及び責任の大小により

加害者らの賠償責任を分担させることができると規定している。当該規定

の「責任の大小」という文言に、寄与度〔原因力〕が含まれていると解す

ることができるが、当時、寄与度の概念はほとんど言及されることがなか

ったといわれている
（47）

。

　2001年 1 月施行の最高人民法院「感電による人身損害賠償事件の審理に

関する若干問題の解釈
（48）

」第 2 条 2 項は、「高圧感電事故が人身損害をもた

らした場合は、加害者の行為と損害結果との間の寄与度に基づいて各自の

責任を確定する。加害者の行為が、損害結果をもたらした主な原因である

場合には、主な責任を負わなければならない。加害者の行為が、損害結果

をもたらした主な原因でない場合には、相応の責任を負う」と規定してお

り、司法解釈において初めて［原因力］について言及したのである。

　2002年の医療事故処理条例
（49）

49条 3 項は、医療事故の損害賠償額を認定す

（47）　楊立新・梁清・前掲注（16）・103頁参照。
（48）　「最高人民法院関于審理触電人身損害賠償案件若干問題的解釈」（2000年11月13

日、最高人民法院審判委員会第1137回会議にて採択、2001年 1 月21日より施行）。
（49）　2002年 2 月20日国務院第55回常務会議採択、同年 9 月 1 日より公布・施行、 7

章63条からなる。2010年 7 月 1 日、「中華人民共和国権利侵害責任法」は施行され
てから、人民法院が不法行為責任に関する事件を審理する際に、国務院の「医療事
故処理条例」の関連規定を適用必要がなくなったという（山東省東営市中級人民法
院民事判決書（2014）東民一終字第108号）。当該条例の解説及び日本語訳として、
岩志和一郎・川城憶紅「中国の医療事故処理条例」比較法学37巻 2 号、289頁以下
を参照されたい。なお、当該条例の「医療紛争予防と処理条例（送審稿）」が2015
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る際に、「損害と患者がもともと患っている疾病の状況との間の関係」を

考慮しなければならないと規定している。

　2004に施行された最高人民法院「人身損害賠償事件の審理における法

律適用に関する若干問題の解釈
（50）

」 3 条 2 項は、「 2 人以上が、共同の故意

または共同の過失は存在しないが、それぞれ個別に実行した数個の行為が

間接的に結合し同一の損害結果を発生させた場合、過失の大小又は結果に

対する寄与度の割合により各自が相応の賠償責任を負担しなければならな

い」と定める。

　また、1986年の民法通則131条は、「被害者が、損害の発生に対して故

意・過失がある場合は、加害者の民事責任を軽減することができる」と規

定し、不法行為における加害者の責任を確定する際に被害者故意・過失の

程度を斟酌することを、はじめて法律上の明文規定をもって認めることに

なった。

　2009年の権利侵害責任法第26条は、損害の発生について被権利侵害者

にも過失があった場合、権利侵害者の責任を減軽することができる、と定

めている。

　2003年改正道路交通安全法51第76条 1 項 2 号は、以下のような規定を置

いている。

　自動車の交通事故により、人身傷害、死亡または財産上の損害が生じた

場合、保険会社が自動車第三者責任強制保険の責任限度額の範囲内におい

年10月30日に国務院法制弁公室により公表され、2002年条例の49条を含む「医療事
故の賠償」の章が削除され、「医療事故技術鑑定」と「医療事故行政処理と監督」
の 2 章は、「医療事故監督と技術鑑定」の章に統合され、「罰則」の章は、「法律責
任」に改められ、計 6 章からなる（中華人民共和国国家衛生和計画生育委員会

「関于『医療糾紛予防与より条例（送審稿）』的起草説明」、同委員会公式ホームペ
ージ、http://www.nhfpc.gov.cn/zhuzhan/zcjd/201511/ 3 b9643ca57004569ae44db 8 b
967b49ba.shtml（2016年10月30日アクセス）。

（50）　「最高人民法院関于審理人身事故損害賠償案件適用法律若干問題的解釈（2003
年12月 4 日に最高人民法院審判委員会第1299回会議にて採択、2003年12月26日に頒
布、2004年 5 月 1 日より施行36条からなる。
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て賠償を行う。不足部分については、次の各号に掲げる規定に従って賠償

責任を負担する。

　自動車と非自動車運転者、歩行者との間に生じた交通事故については、

非自動車運転者、歩行者に故意・過失がない場合、自動車側が賠償責任を

負う。ただし、証拠により非自動車運転者、歩行者に故意・過失があるこ

とが証明された場合、故意・過失の程度により自動車側の賠償責任を減軽

することができる。自動車側に故意・過失がない場合は、10％を超えない

賠償責任を負う。

Ⅴ　関連裁判例

1 　指導性案例24号が公表される前の裁判例

　今までの中国裁判実務も、被害者の特殊な体質の寄与度により加害者の

責任を減軽する考えであるといってよい。

　裁判例①
（52）

　2010年 3 月 2 日12時40分、Y 2 がタクシーを運転して、交差点を左折す

るときに X の運転する電気自転車に衝突し、X にけがを負わせた。交通

警察の湖公交認時（2010）第02800017号道路交通認定書は、本件事故にお

ける被害者 X に責任がないと認定した。しかし、一審において、Y 1 が

X の損害における本件事故の寄与度〔参与度〕について鑑定申立てを行

った。鑑定結果によれば、X が入院後、頚椎椎間板ヘルニアと診断され、

治療手術を行ったが、本件交通事故は頚椎椎間板ヘルニアの誘因に過ぎ

ず、30〜40％の寄与度であると認定した。

（51）　2007年及び2011年改正。
（52）　X（原告、被上訴人）が Y 1 （被告、上訴人、保険会社）、Y 2 （被告、被上

訴人、タクシー運転手）及び Y 3 （被告、被上訴人、タクシー運営会社）に対し
て交通事故による損害賠償請求事件（本件上訴審（2011）浙湖民終字第232号民事
判決、（2011年 8 月 1 日、浙江省湖州市中級人民法院）、原審：（2011）湖呉民初字
第151号民事判決（2011年 4 月26日、湖州市呉興区人民法院）、）。
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　原審は、Y 1 に対して X の入院中の医療費などの費用の全額、障害賠償

金（40％）、扶養家族の扶養費用、慰謝料など計97,107元の損害賠償金の支

払いを命じた。Y 1 は、これを不服として、上訴した。

　上訴審は、不法行為責任の成立条件の一つは、不法行為と損害との間に

因果関係が存在することである。一つの損害において、原因が複数存在し

ている場合は、不法行為責任の認定に際し、各寄与度の大小により責任の

割合を決めるべきである。寄与度［原因力］とは、被害者の同一損害をも

たらした複数原因において、各原因の当該損害の発生又は拡大への寄与の

程度を指す。寄与度の大小は、それぞれの原因の性質、原因事実と損害結

果との距離及び事実の強度によって決まる。……本件 1 審鑑定結果によれ

ば、X の入院中の医療費などは、本件事故が直接の原因となり、寄与度

が大きく、Y 1 が X の頚椎椎間板ヘルニアを治療するために発生した医療

費及び関連費用の全額を負担する責任を有する。しかし、X の障害賠償

金について、X にすでに頚椎椎間板ヘルニア症状が発生する前兆が見ら

れ、本件交通事故がその発生をもたらしたが、X の特殊な体質も障害を

もたらした原因の一つであるから、本件交通事故の寄与度が弱まり、鑑定

による損害の寄与度は30〜40％と認定されていたため、障害賠償金の額の

認定においても、当該寄与度を考慮しなければならないとして、原審判決

を維持した。

　裁判例②
（53）

　2010年 1 月12日、被害者 T（X らの家族）が、K が運転する病院の小型

バスと Y 2 が運転する車との出合い頭事故で負傷し、入院して治療を行

ったが、死亡した。T は、事故前に病気のため、通院していた。治療を行

った大学病院が家族に対して発行した病状に関する通知書によると、病状

（53）　Y 1 （被告、上訴人、保険会社）と X ら（原告、被上訴人）との道路交通事故
における人身損害賠償をめぐる事件（湖南省岳陽市中級人民法院民事判決書

（2010）岳中民三終字第180号）、浙江省弁護士協会公式ホームページ http://zjbar.
chinalawinfo.com/newlaw2002/slc/SLC.asp?Db=fnl&Gid=117832603（2016年 4 月
25日アクセス）。
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は非常に危険な状況にあり、呼吸停止、心肺停止、肺炎などの合併症が発

生する可能性があり、発症してしまうと死亡する可能性があるという。ま

た、本件事故に関する「疾病死亡証明書」によれば、T は脳内出血をして

おり、転院途中に本件事故にあい、病状が悪化して死亡した。

　裁判所は、死者 T の「病状が極めて危険な状態にあり、死亡は交通事

故によるものであると同時に、T の特殊な体質や病状と密接な関係もあ

る。……今回の交通事故は T の死亡をもたらした直接原因であり、事故に

よる寄与度は60％とし、T 自身の特殊な体質と病状による寄与度は、40％

とする。」と判示した。 

　裁判例③
（54）

　2009年 5 月28日、X（原告、上訴人）が食事の宅配用三輪車に乗ってい

たところ、訴外 A が運転する公共バスに衝突され、転倒して右股関節損

傷、大腿骨頚部骨折と診断され、入院治療を余儀なくされた。交通警察の

認定によれば、訴外 A が事故に関するすべての責任を負う。2010年12月16

日、華東政法大学の 2 回目の司法鑑定意見書によると、X の大腿骨頚部

骨折は以前からあったが、本件交通事故により本来にあった骨折の上にさ

らに新しいひびが入ってしまい、人工股関節置換術を行った。手術後も活

動に制限を受け、 8 級の障害に属し、……本件交通事故は、右手術と一定

の因果関係を有し、寄与度〔参与度〕は25％であるとした。

　裁判所は、「X の事故前にあった骨折は、まさに「客観事実」であり、

主観の努力によってかえることができるものではないため、本件交通事故

では、X の故意・過失を構成せず、権利侵害責任法の中の「過失相殺」

の原則を適用せず、Y は自らの不法行為により X にもたらした特定の直

接経済的損失について賠償責任を負わなければならない。……被害者 X

（54）　X と Y バス会社との間の道路交通事故における損害賠償責任をめぐる事件
（本件上訴審、上海鉄道運輸中級法院（2011）滬鉄中民終字第 7 号判決、原審、上
海鉄道運輸法院（2010）滬鉄民初字第446号）、法律図書館ホームページ、http://
www.law─lib.com/cpws/cpws_view.asp?id=200401577272（2016年 4 月25日アクセ
ス）。
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の受けた同一の損害は、複数の原因によってもたらされたのであり、各原

因が当該損害の発生又は拡大について有する寄与度について、具体的分析

を行ったうえで、賠償の比率を確定するほうが合理的である。本件では、

第 2 回目の鑑定では交通事故の X の障害に対する寄与度は25％であり、

つまり X の事故前の骨折が障害をもたらした主な原因であり、Y の不法

行為は誘発要素である。言い換えれば、X に骨折がなかったのであれば、

本件事故によって負傷をおったとしても、それほど深刻な損害を被ること

がなかったといえる。したがって、Y に障害賠償金の全額を賠償させる

ことは公平を失する。したがって、第 2 回目の鑑定意見に基づき、Y に

対して障害賠償金の25％を賠償するよう命じた原審の判断は、正当であ

る」と判示した。

　裁判例④
（55）

　裁判所は、「事故前、X は慢性膵炎を有するという特殊な体質を有する

が、外部の力を加えなければ、X の体に大きな損傷が発生しなかったた

め、X に一定の損害を負担させることは公平を失する。したがって、20─

30％の寄与度という鑑定結果は、損害賠償額の分担根拠とすることができ

ない」と判示した。

2 　指導性案例24号を引用した裁判例

　裁判例⑤
（56）

　X ら（原告、上訴人、再審申立人）が、Y（被告、被上訴人、再審被申立

人）病院に対して医療過誤損害賠償を求めた事件において、X らが指導性

案例24号を根拠として、すべての責任は Y 病院にあることを主張した。

本件 1 審時に行われた鑑定結果によれば、Y 病院の診療行為と患者の死亡

（55）　2012年 5 月26日浙江省安吉県人民法院の（2011）湖安民初字第784号判決（最
高人民法院中国裁判文書網（2016年 4 月25日アクセス））。

（56）　2014年 4 月 4 日、山東省高級人民法院裁定書（2013）魯民申字第1287号（ 2
審、山東省済南市中級人民法院（2012）済民二終字第541号民事判決（最高人民法
院中国裁判文書網2016年 5 月 3 日アクセス）。
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との間に因果関係を有し、故意・過失の程度は40─60％であるとした。山

東省高等人民法院は、原審の Y 病院に対して55％の賠償責任を命じた判

決について、指導性案例24条における故意・過失に対する解釈及法律適用

との間に矛盾はないとして、 2 審判決を追認した。

　裁判例⑥
（57）

　（2013）杭富民初字第2222号は、指導性案例24号の判旨によると、「交通

事故の被害者に故意・過失がなければ、その体質状況は損害結果に与える

影響を加害者責任減軽の法定事由とすることができない。したがって、原

告 X が事故前から有する痛風は、本件交通事故がもたらした損害との間

に権利侵害責任法上の相当因果関係を有しないため、加害者の賠償責任を

減軽する法定事由に属しない」と判示した。

　裁判例⑦
（58）

　当事者が指導性案例24号に従い、被害者の特殊な体質を加害者の賠償責

任の減軽事由としないことを主張したが、裁判所は、「第24号指導性案例

では、寄与度〔参与度〕の認定に影響を与えた要素は、被害者の特殊な体

質であるが、本件では、寄与度の認定に影響を与えているのは交通事故に

よってもたらされた傷害・病である。なお、第24号指導性案例は、鑑定機

関が出した寄与度に関する鑑定意見に基づいて保険会社 Y の賠償責任を

減軽する根拠としなかったため、本件も寄与度関連の鑑定意見に基づき、

加害者の賠償責任を減軽することができない」とした。

　また、国の最高の司法機関として、最高人民法院が公布した指導性案例

は、全国の裁判所における類似する事件の審理にとって指導的な役割を有

する。全国の人民法院における法律適用の統一を守り、同様な事件に異な

る判決を下される現象の発生を回避するため、最高人民法院は、目下 6

（57）　2014年 4 月 9 日、浙江省富陽市人民法院民事判決書（最高人民法院中国裁判文
書網2016年 5 月 3 日アクセス）。

（58）　2014年 5 月19日山東省東営市中級人民法院民事判決（2014）東民一終字第108
号（ 1 審、2014年 2 月 8 日東営市東営区人民法院（2013）東民初字第1715号判決）。
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回にわたって指導性案例を交付しており、そのうちの24号指導性案例は本

件との事実概要は基本的に一致しており、当該指導性案例は、鑑定機関が

出した寄与度の意見に基づき保険会社の賠償責任を減軽していないとし

て、本件も24号指導性案例に従い判決をくだしたのである。また、24号指

導性案例が公布されてから、全国の裁判所は、保険会社が提出する寄与度

の鑑定の申し立てについて、許可しないことになったため、保険会社が故

意に賠償を引き延ばし、又は賠償を少なくする理由の発生を最初からなく

し、手続き及び実体の両面から被害者の合法的な権利・利益に対する保護

を図ることにしている。さらに、権利侵害責任法が実施されてから、人民

法院は、医療に関する損害賠償事件を審理するとき、国務院の「医療事故

処理条例」を適用しなくなったため、本件もそれに従うとした。

　裁判例⑧
（59）

　当該事件の原審裁判所は、事故の損害寄与度に関する鑑定意見に基づ

き、加害者の賠償責任を減軽することは法的根拠があるわけではなく、正

さなければならないとした。本件再審裁判所は、「原告 X は、左ひざに関

する病院の診断治療歴があるわけではなく、当該ひざの関節機能障害があ

るわけでもないため、X は自身の身体的素因について事故後の損害結果

をもたらす必然性がない。したがって、X の膝に関する損害と本件交通

事故とは必然的な因果関係を有し、当該損害は加害者が賠償を行わなけれ

ばならない。被害者が損害の発生について、故意・過失がなく、高齢で体

が弱く、または特殊な体質であることにより加害者の賠償責任を減軽する

ことができない。原審は、事故の損害寄与度に関する鑑定意見に基づき、

加害者の賠償責任50％を減軽したことは、法的根拠がないとして、正さな

ければならない」と判示した。

（59）　2014年 6 月20日湖南省高級人民法院民事判決書（2014）湘高法民再終字第102
号（ 1 審、2012年12月 7 日（2012）開民一初字第2770号民事判決。 2 審、2013年 6
月24日（2013）長中民一終字第00593号）。本件判決は、指導性案例24号が公布され
る前の 1 審と 2 審の事件だが、指導性案例24号が公布された後に再審を求めたこと
によって出された再審判決である。
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　裁判例⑨
（60）

　 1 審判決は、下記のような判断を下し、 2 審はこれを維持した。

　①本件は、最高人民法院指導案例24号に類似し、最高人民法院案例指導

工作の「規定」 7 条「最高人民法院公布の指導性案例は、各級人民法院が

類似する案件を審理するときに参照しなければならない」との規定によ

り、本件はこれを参照しなければならない。

　②損害結果と損害の寄与度〔参与度〕の関係の確定に関連する法医学の

通説に符合しないことである。法医学の認定基準によると、既往症及び加

齢による変化は仮にあったとしても、外部原因によらなければ臨床の症状

が生じない場合、外因の寄与度を減軽してはならない。しかし、外因によ

る前に既往症及び加齢による変化がすでに臨床症状をもたらした場合に

は、因果関係の判断も総合的に考慮しなければならない。本件原告 X は、

頸部椎間板ヘルニアの症状があるとはいえ、当該症状は加齢によるもので

あり、当該体質が障害をもたらすことを証明できる証拠がなく、仮に当該

体質が障害の結果に一定の寄与度があったとしても、これをもって本件交

通事故という外因の寄与度を減軽してはならない。

　③鑑定意見は証拠の 1 つとして、その他の証拠と共に総合的な判断を行

わなければならない。本件原告 X は、負傷するまえに頸椎に疾患を有し、

特殊な体質に属するものの、平等に社会活動に参加する権利を有する。原

告 X に対して下した 9 級障害の鑑定意見は、頸椎ヘルニアをベースにし

た臨床診断に基づくものであり、また、鑑定意見は交通事故の寄与度を45

〜55％とし、損害の結果をもたらした主な原因と認定しているが、本件交

通事故が発生しなくても、原告 X の既往症による 9 級障害も必ず生じる

ことを認定しているわけではない、と判示した。

（60）　2014年10月31日江蘇省泰州市中級人民法院（2014）泰中民終字第00803号
（2014年 7 月12日江蘇省泰州市姜堰区人民法院判決書（2014）泰姜民初字大0943
号）。
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　裁判例⑩
（61）

　本件の鑑定意見は、①原告 X の死亡原因は、交通事故による脳損傷及

び術後感染、栄養不良による内臓機能の低下などの合併症によるものであ

り、②死亡原因のうち、脳損傷による寄与度は約70％、術後感染・栄養不

良は約20％、先天性脳積水は約10％である、とした。

　裁判所は、特殊体質の被害者、権利者は、責任を分担すべきかについて

次のような判断を下した。本件原告 X 個人の体質状況は、損害結果の発

生に一定の影響を与えるものの、権利侵害責任法等の法律に規定する故

意・過失に該当するものではないため、原告 X 個人の体質状況は交通事

故による結果に与える一定の影響を権利者に負わせてはならない。最高人

民法院指導案例24号「交通事故の被害者に故意・過失〔過錯〕 がない場

合、その体質状況の損害結果に対する影響は、加害者の責任減軽する法定

の事由に該当しない」に従い、原告 X の死亡原因における脳損傷の寄与度

は約70％ということを、加害者の賠償責任の減軽根拠としてはならない。

　裁判例⑪
（62）

　 1 審裁判所は、およそ下記のような判断を下し、 2 審はこれを維持し

た。

　病気を患っているような特殊な体質を有する被害者が侵害を受けた場

合、賠償義務者は、原則として被害者が受けている全損害について賠償し

なければならない。しかし、損害結果が通常の状況下で予見できる範囲を

超え、かつ加害者に故意又は重大過失を有しない場合に、加害者の過失の

程度、侵害の手段、行為の方式などの具体的な状況、不法行為が通常もた

らしうる結果と実際の損害の結果との間の差、加害者が責任を負う経済力

などの要素を総合的に考慮して賠償義務者の責任を一定程度減軽すること

ができる。

（61）　2014年11月17日湖北省枝江市人民法院（2013）鄂枝江民初字第02426号。
（62）　2015年 6 月19日浙江省杭州市中級人民法院（2015）浙杭民終字大1012号（ 1

審、2015年 1 月27日浙江省建徳市人民法院（2014）杭建民初字第698号）。
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　本件では、浙江廸安司法鑑定センターの法医病理学鑑定意見書は、本件

交通事故が原告 X の損傷及び死亡との間に一定の因果関係を有し、寄与

度は40〜45％であり、原告 X の個人の体質が損害結果に一定の影響を与

えていると認定している。しかし、本件事故によって、原告 X は、本件

大型バスにひかれ、下腹部及び下肢ないし全身多発性骨折、尿道断裂、失

血性失神などの症状がもたらされ、とりわけ下肢の損傷程度が比較的重

く、損傷後長期にわたって寝たきり状態になった。栄養不良状態が続いた

ため、免疫力及び抵抗力の低下をもたらし、肺の持病を悪化させ、急性呼

吸機能の低下により死亡した。当該損害は、通常の予想発生範囲を超えて

いないだけでなく、交通事故は運転手の操作ミスによるものであり、加害

者の行為に過失があるなど、事件の状況を総合すると、賠償責任減軽の状

況に符合しないことは明らかである。

　また、最高人民法院指導案例24号（詳細内容略） ……の判決理由は、本

件における死亡賠償金を計算するときに寄与度を参照して一定の減責をす

るか否かの判断にとって、参考価値があるとした。

　裁判例⑫
（63）

　特殊な体質と損害結果との間の因果関係について、裁判所は、およそ次

のような判断を下した。

　権利侵害責任法26条、道路交通法76条 1 項 1 号及び最高人民法院指導案

例24号（条文、判旨略）……、本件交通事故の被害者に故意・過失がなく、

その体質状況が損害結果に与える影響は、加害者の責任を減軽する法定事

由ではない。本件交通事故の責任認定書によると、原告 X は本件事故に

ついて責任を負わず、各当事者も事故の責任分配についても異議がなかっ

た。…… X の疾病は事故の結果にとって客観的な介入要素であるにすぎ

ず、権利侵害責任法上の必然的な因果関係を構成するわけではない。

（63）　2015年 7 月 3 日湖南省常徳市中級人民法院（2015）常民四終字第137号。
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3 　指導性案例24号を引用していない裁判例

　裁判例⑬
（64）

　裁判所は、「本件交通事故は被害者 X の死亡の誘因であり、死亡という

結果と交通事故との間に因果関係があることを認定しなければならない。

被害者自身の特殊な体質の状況は、損害結果の発生に一定の影響を有する

が、特定の時間内に死亡することをもたらす必然性がなく、権利侵害責任

法等の法律に規定する故意・過失に該当せず、加害者の賠償責任を減軽す

ることはできない。司法鑑定は、事件の事実問題を解決するものであり、

法律問題を解決するわけではないため、Y 保険会社が本件の因果関係に

関する司法鑑定の申し立ては十分な根拠及び必要性があるわけでなく、裁

判所は、これを認めない。」と判示した。

　裁判例⑭
（65）

　本件事故において、加害者 Y はすべての責任を負い、被害者 X に責任

がないと認定し、被害者の損害結果は、本件交通事故との間に直接の因果

関係を有し、被害者 X の特殊な体質は、不法行為の損害結果に一定の影

響を与えているものの、権利侵害責任法等の法律に規定する故意・過失に

該当せず、賠償義務者の賠償責任の減軽を構成する法律上の事由であるわ

けでもないとして、賠償義務者は被害者 X が受けているすべての損害を

負わなければならないと判示した。

Ⅵ　関連裁判例の検討

　指導性案例24号では、Y が車を運転して横断歩道を通過するとき、安

全注意義務を果たしていなかったため、X にけがを負わせた。交通警察

は X に責任がないと認定したが、司法鑑定の結果は、X が受けた損害に

ついて、X の体質的原因で25％の寄与を認めた。しかし、不法行為の要件

（64）　2016年 3 月25日江蘇省塩城市大豊区人民法院（2016）蘇0982民初1101号
（65）　2016年 8 月18日杭州経済技術開発区人民法院（2015）杭経開民初字第1808号。
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としての〔過錯〕は、行為者の主観的心理状態であり、故意と過失を含

む。本件における被害者 X の体質は、ある種の客観的な状況であり、非

難されるべき主観的な心理状態と認定することができない
（66）

。また、司法鑑

定の結論は、民事訴訟の証拠の一種であり、裁判所が事件を審理する段階

において審査・認定する必要があるため、司法鑑定により X の体質状況

も故意・過失と認定することができないと判示した。

　最高人民法院民事第一法廷は、当該案例について、次のような審査意見
（67）

を示している。

　①道路交通安全法76条の規定によれば、被害者個人の特殊な体質的素因

を被害者の故意・過失とすることはできない。②行為の違法性からみる

と、本件加害者の運転行為に違法性が認められ、倫理的観点からみてもす

べての責任を負うべきである。③因果関係からみると、被害者の損害結果

と加害者の行為との間に相当因果関係が存在すること。④規範の目的から

みると、このような状況下で、加害者がすべての責任を負うことは道路交

通安全法の精神に符合する。⑤比較法的にみると、被害者の特別な体質は

損害との間に因果関係を有しない。

　裁判例① ─ ④は、24案例が公布される前の判決であるが、裁判所は被害

者の特殊な体質を原因力の 1 つとして寄与度に基づき、加害者の賠償責任

を減軽している。裁判実務では、寄与度などに基づく損害賠償の分担につ

いて、ほとんど鑑定意見の結果に従って判断がくだされている。裁判所に

よる鑑定結果に対する証拠評価が十分に行われているのか、疑問である。

　裁判例①は、加害者の加害行為と損害との間の因果関係を認定したうえ

で、寄与度の大小による損害賠償責任の割合を決め、加害者の体質も障害

をもたらす原因の一つとして、寄与度 4 割を認定した。また、被害者家族

に対する扶養費用などの賠償も認められているのは、注目すべき点であ

る。

（66）　最高人民法院案例指導工作弁公室・前掲注（ 8 ）・ 9 頁参照。
（67）　最高人民法院案例指導工作弁公室・前掲注（ 8 ）・ 9 参照。
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　裁判例②は、被害者の特殊な体質と病状による寄与度は、 4 割と認定し

た。本件被害者は、事故前にすでに病状が悪化していたという事実を踏ま

えて考えると、被害者 T の損害賠償をすべて加害者 Y に負担させるのは

明らかに公平を失するといえる。

　裁判例③は、X に故意・過失がないため、「過失相殺」を行わないとし

た。また、複数の原因が損害の発生・拡大をもたらした場合は、その寄与

度の具体的な分析を行い、賠償の割合を確定すべきとした。裁判例③と④

は、Y に障害賠償金の全額を負担させるのは公平でないとした。

　指導性案例24号が公布された後に出された⑤～⑫の裁判例は、直接指導

性案例24号の判旨を引用して判断根拠としている。

　⑤と⑧は指導性案例24号よりまえの終審判決に対する再審請求事件であ

るが、裁判例⑤は医療過誤に関する損害賠償事件であり、指導性案例24条

とは矛盾しないとして、寄与度減責50％を認めたのである。そもそも医療

行為の特殊性及び専門性の観点から見ると、過失や因果関係などの存否や

注意義務の具体的内容の確定などにつき、極めて困難な判断が求められる

ことが少なくない。医療事故に関する裁判実務では、鑑定機関の出された

寄与度に関する鑑定意見に基づき、賠償責任の割合を認定していると思わ

れる。この認定の仕方は一定の合理性はあるが、問題がないわけではな

い。そもそも「医者は通常患者の素因を熟知しており、素因を予見してい

るから……、医者に素因についての認識がある以上、素因を減額事由とし

て考慮するのは適当でない
（68）

」と思われる。

　同じく医療事故に関連する事件であるが、2010年 1 月12日浙江省温州市

中級人民法院（2009）浙温民終字第1385号は、被告 Y 病院の過失は原告 X

の損害結果との間に相当因果関係を有し、Y に対して X の損害の全責任

を負うように命じた 1 審判決
（69）

に対し、「今回の医療事故の発生は、患者自

身の病状及び特殊な体質との間に一定の関連性を有する。…… Y に対し

（68）　能見善久・前掲注（14）・231頁参照。
（69）　（2008）温鹿民初字第3380号民事判決。
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て本件医療事故の全責任を負わせることは公平の原則に反する。Y の過

失及び医療事故をもたらした寄与度［原因力］の大小に基づき、本件にお

ける Y の医療事故に対する責任を確定しなければならないとして、Y が

9 割の責任を負うべき」と判示した。

　裁判例⑧は、高齢で体が弱いという老人性素因に言及し、特殊な体質と

同様、損害賠償の減額事由とすることができないとした。また、指導性案

例24号が公表される前の判決に対する再審事件であるため、指導性案例24

号を引用することができないが、判決理由を読む限り、明らかに指導性案

例24号の影響を受けているといえる。交通事故に関する損害賠償事件の多

くは、「特殊な体質」という文言を用いてきたが、その種類について言及

する裁判例は見当たらない。ほとんどの場合は、被害者の先天的・体質的

なものを指すと思われるが、それも区別していない。指導性案例24号以前

の判決における被害者の特殊な体質と加害者の行為とが競合する場合は、

裁判所は鑑定意見をもとに加害者の賠償責任を減軽する事由として、裁量

的な判断を行ってきた。特殊な体質を加害者の責任を減軽する事由として

も用いてきた理由は、中国法上の公平の原則
（70）

という帰責原理が背後にある

からであろう。

　また、寄与度などの文言を用いていないが、裁判所は、医療行為と損害

結果との間の因果関係を認めた鑑定意見などを踏まえ、医療機関に30％の

賠償責任を認定し、「医師が医療水準に基づき最善の注意義務を尽くす必

要がある。したがって、医師が医療行為に従事するとき、患者の特殊な体

（70）　日本では、民法722条 2 項の過失相殺の規定を類推適用して、損害の発生ある
いは拡大に寄与した被害者の事情を斟酌して損害を分担するという法解釈の仕方を
用いているが、「損害を加害者・被害者間で『公平に分担』させることは、一見、
至極当然で反論の余地のないもののようにも見えるが、公平という『反論可能性が
小さい』根拠をもとに……安易に過失相殺の類推適用が行われ、本来加害者の負担
すべき損害まで被害者に負担させることになりかねないからである。」（前田陽一

「不法行為における『損害の公平の分担の理念』と素因減額論に関する一考察─
被害者の素因の競合に関する最高裁判例を機縁として─」『日本民法学の形成と
課題（下）』（有斐閣、1996年）895頁）。
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質を考慮・把握する要素として想定しなければならず、かつそれに応じた

予防措置を準備するよう注意し、最大限にリスクを下げ、回避しなければ

ならない。つまり、予見可能性があったにもかかわらず、予見できなけれ

ば、結果に対する予見義務違反につき責任を負う
（71）

」と判示した裁判例があ

る。

　裁判例⑨は、法医学の基準を用いて、特殊な体質（既往症と加齢）の寄

与度をもって加害者の責任を減軽してはならないとし、鑑定意見は証拠の

1 つに過ぎないとした点は注目に値する。鑑定意見の扱いについて、下記

の医療過誤事件における鑑定意見の扱いに関する裁判例
（72）

が参考になる。

　一審裁判所（裁判所不明）は、ある科学技術研究所が出した鑑定報告に

よると、病院 Y（被告、被上訴人）の接種行為と X（原告・上訴人）の損害

との間の因果関係及び Y の寄与度［参与度］は、明らかにされていると

して、Y が負担する相応の民事賠償責任を10％とする判決を下した。

　一審裁判所の判決に対して、二審はおよそ以下の判決を下した。

　原審裁判所が委託した鑑定機構の鑑定によると、Y の責任は10％である

と認定されたが、当該鑑定の結論は、裁判所が Y の責任を確定するため

の参考に過ぎず、唯一の根拠ではない。また、Y が負う責任の割合は、

その故意・過失の程度によって確定すべきである。本件事実及び Y の故

意・過失の程度を総合すると、Y の責任の割合は、55％である。

　裁判官は、専門的な知識にかかわるような事件において、専門の鑑定機

関に対して特定事項につき、通常、鑑定依頼を行い、鑑定意見又は結論を

心証形成のための根拠とするが、本件では、鑑定意見につき原審と上訴審

の判断が異なっている。一審裁判所は、鑑定機関の結論すなわち医療機関

の過失による寄与度の10％を、そのまま Y の責任割合としたが、上訴審

（71）　北京市第一中級人民法院2016年 2 月29日判決（2016）京01民終574号民事判決
書（原審、北京市海淀区人民法院2015年11月 3 日判決（2015）海民初字第5234号民
事判決書）。

（72）　趙俊・前掲注（30）・157─160頁参照。
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は、鑑定意見を民事訴訟の証拠の 1 つとして、それを踏まえて Y の法的

責任を55％と認定した。

　裁判例⑩は、被害者に故意・過失がなければ、特殊な体質が損害の結果

に一定の影響を与えたとしても加害者の賠償責任減軽の根拠としてはなら

ないとした。裁判例⑪は、加害者の賠償責任を減軽できる状況─「損害

結果は、通常の状況下で予見できる範囲を超え、かつ加害者に故意又は重

大過失を有しない場合に、加害者の過失の程度、侵害の手段、行為の方式

などの具体的な状況、不法行為が通常もたらしうる結果と実際の損害の結

果との間の差、加害者が責任を負う経済力などの要素」を総合的に考慮」

することなどの分析を行ったうえで、本件は賠償責任減軽常況に該当しな

いこととした。さらに裁判例⑫は、特殊な体質＝疾病は、「事故の結果に

とって客観的な介入要素であるにすぎず、権利侵害責任法上の必然的な因

果関係を構成するわけではない。」と判示した。

　裁判例⑬と⑭は、直接指導性案例24号を引用しておらず、被害者の特殊

な体質は権利侵害責任法などに規定する故意・過失に該当するかどうかを

判断基準にしている。裁判例⑬は、司法鑑定について、「事件の事実問題

を解決するものであり、法律問題を解決するわけではない」と解してい

る。

　このように、指導性案例24号までの中国の裁判例は、加害者と被害者の

過失の程度を斟酌して、公平の原則に基づいて責任の割合に応じた損害の

分担を行ってきたことが分かる。「被告の行為と特殊な体質を有する原告

が受けている損害との間の因果関係を認定し、被告に故意・過失がなけれ

ば被告の不法行為責任が否定されることになり、さらに原告に重大な損害

を被ったという客観事実に基づき、損害の結果を原告及び被告の双方が分

担させる
（73）

」ようにしている。しかし、公平責任の適用は、司法実務の中の

難問の 1 つであり、公平責任を損害の分担に用いることを慎重にしなけれ

ば、かえって公平の原則に反することになってしまう可能性がある
（74）

。

（73）　周小鋒・前掲注（13）95頁。
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　交通事故と被害者の損害との間の因果関係について、指導性案例24号と

裁判例⑥は、「相当因果関係」を用いており、裁判例⑧及び⑫は、「必然的

な因果関係」を用いている。相当因果関係理論が中国では広く受け入れら

れているが、旧ソ連から継受した必然的な因果関係理論は、今日でも裁判

実務において色濃く残っているといえる。いずれにしても、ほとんどの裁

判例は、予見可能性の有無はほとんど問題とされることなく、因果関係を

用いて、責任の範囲を確定しているのである。特殊な体質をめぐる損害賠

償事件において、因果関係の競合が生じることにつき、異論はないが、し

かしそのことは、加害者の賠償責任を認定するとき、被害者の特殊な体質

が「競合したことを取り上げることには当然にはつながらない
（75）

」といえ

る。指導性案例24号より前の裁判例は、被害者の特殊な体質による寄与度

について、公平の原則という名の下に、加害者の責任を軽減するという前

提に基づき評価されている。たとえば、裁判例①は、「原因が複数存在し

ている場合は、不法行為責任の認定に際し、各寄与度の大小により責任の

割合を決めるべきである。」としており、このことをよく示しているよう

に思われる。

　公平の原則の視点から、被害者の寄与度が加害者の賠償責任を軽減する

という調整的機能を発揮し、割合的な解決を図ることは、あながち不当と

は言えない。因果関係に関していえば、この割合的な解決は、「部分的な

因果関係」理論すなわち「損害の発生は一つの原因から生ずることは稀で

あり、複数原因が、因果関係上競合するのが普通であるが、その場合に

は、それぞれの加害原因は、必ずしも等価的に条件的な因果関係上の影響

力を持つものではなく、それぞれ固有の因果関係上の影響力をもって、全

体の損害に連結しているものであり、したがって全体の損害に対して部分

的な因果関係のみをもつものであるから、責任も部分的な責任しか生じな

いものである
（76）

。」とは親和性を有すると思われる。

（74）　周小鋒・前掲注（13）95頁。
（75）　窪田充見・前掲注（14）・57頁参照
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　しかし、中国における「寄与度」という言葉は、多くの裁判例における

割合的な解決によって便宜的に使われており、被害者の損害をもたらした

複数の原因が「同質のものか、異質のものか、複数原因のうちの 1 つがな

かった場合に損害が発生するのか否か」という点について、あまり重視さ

れておらず、あいまいにされていることによって、「寄与度」の概念は

「法的評価概念なのか、事実的な概念なのか
（77）

」が明確にされていない。ま

た、寄与度が明らかにできない場合における割合は、いかに算出するかが

問題であるが、裁判官は事件の具体的な事実、主な原因とその他の原因、

直接原因と間接原因を区別して確定することができると指摘されている
（78）

。

結局、裁判官の自由な心証ないし裁量的判断に委ねるしかないといえよう。

　なお、指導性案例24号は、骨粗しょう症という特殊な体質に関するもの

であるが、引用している裁判例における特殊な体質について、大きく分け

ると、①持病、②障碍者、③老化、及び④その他の四種類を含む
（79）

。指導性

案例を引用している裁判例の判決理由は、因果関係を分析したうえで、直

接24号案件を引用して述べる傾向があり、引用している裁判例のうち、後

遺障害事件は97件であり、全体の73％を占める。次は死亡事件であり、後

遺障害を構成しない裁判例は 2 件に過ぎないという
（80）

。

Ⅶ　被害者の特殊な体質と過失

　権利侵害責任法 6 条 1 項は、行為者が故意・過失により他人の民事上の

権利・利益を侵害した場合には、不法行為責任を負わなければならない、

（76）　浜上則雄「損害賠償法における『保証理論』と『部分的因果関係』の理論」
（ 1 ）」民商法雑誌66巻 4 号14頁。

（77）　大塚直・前掲注（14）・852頁
（78）　張新宝・明俊・前掲注（21）・101頁。
（79）　指導性案例研究組指導性案例研究組「民商事指導性案例司法応用年度報告

（2015）」、同「最高人民法院指導性案例司法応用年度報告2015」・前掲注（10）。
（80）　指導性案例研究組指導性案例研究組「民商事指導性案例司法応用年度報告

（2015）」、同「最高人民法院指導性案例司法応用年度報告2015」・前掲注（10）。
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と規定している。当該条項は、民法通則106条 2 項の規定を踏襲したもの

であり、過失責任を権利侵害責任法の基本原則として改めて強調したもの

である
（81）

。過失責任の原則は、不法行為責任の成立要件として故意・過失を

要件とするものであり、「人民法院が権利侵害事件を審理する際に考慮す

る主な要素」である
（82）

。ここにおける故意・過失は、行為者が行為を行う際

に非難されるべき心理状態であると解されており
（83）

、権利侵害責任法におい

ても同じ解釈が取られている。

　寄与度に基づく因果関係の割合的解決は、責任領域で判断する見解があ

り、事案に応じて選択的に用いることができ、たとえば、特殊な体質とい

った身体的素因は、割合的判断を妥当ならしめる科学的検証（通常は医学

的判断）を経たもの
（84）

である場合に考えられる。これに対し、被害者の特殊

な体質が本人の帰責事由と結合して結果の発生をもたらした場合には、過

失相殺を適用することができる
（85）

。不法行為によって発生した損害賠償事件

において、本来、「過失相殺か損益相殺によらない限り、その責任を減額

することは困難であるとみるのが通常の考え方であったということができ

る。このような立場に立つと、割合的責任論は殆ど認められない結果
（86）

」に

なると思われる。しかし、本件に類似する多くの裁判例は、鑑定意見に基

づいて、被害者の特殊な体質という身体的素因をもって加害者の責任を減

軽する理由としてきたが、その割合が何に基づいて算出されたのか、その

理由はほとんど示されていないため、鑑定そのものに疑問を感じざるを得

ない。確かに、被害者の特殊な体質はそれぞれ異なり、寄与の程度も違い

があるにもかかわらず、全損害を加害者に負担させることは、いささか疑

問＝不公平感が生じる
（87）

という指摘もできるが、明らかに説得力を欠く法律

（81）　最高人民法院案例指導工作弁公室・前掲注（ 8 ）・ 9 頁参照。
（82）　最高人民法院案例指導工作弁公室・前掲注（ 8 ）・ 9 頁参照。
（83）　王利明・楊立新編著・前掲注（12）・68─69頁。
（84）　小賀野晶一・前掲注（28）・52頁。
（85）　小賀野晶一・前掲注（28）・52頁。
（86）　大塚直・前掲注（14）・851頁。
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論である。被害者の特殊な体質が損害をもたらした原因の 1 つとして競合

していたとしても、「保護範囲としての相当因果関係が肯定されたならば、

あとは過失相殺が問題にあるに過ぎない。しかるに、例えば、身体的素因

を有する被害者が素因発見の可能性を認識しえたにもかかわらず適切な対

応を怠ったことで加害行為に接して損害を発生させるに至った」のであれ

ばともかく、被害者の特殊な体質を「有することそれ自体に過失相殺の対

象取りうる何らかの義務違反を観念することはできない
（88）

」といえる。たと

えば、被害者に損害あるいは損害の回避義務違反など過失が問われる状況

があるのであれば、特殊な体質による損害の寄与度を考慮して、損害賠償

を分担しうると解すべきであろう。

　指導性案例24号判決は、被害者に故意・過失がないこと、すなわち被害

者の損害の発生あるいは拡大は被害者の故意・過失によるものではないこ

とを前提としている。被害者 X の特殊な体質（身体的素因）は、権利侵害

責任法26条と道路交通安全法76条 1 項 2 号に規定する「故意・過失」に該

当しないとして、被害者 X による損害分担を認めなかったものである。

被害者の故意または過失を判断する際に、客観的基準を採用し、すなわち

通常人が自らの身体または財産上の利益に対して有すべき注意義務という

判断基準により主観上の故意・過失の程度を確定する
（89）

。

　そもそも、公平の原則に基づき損害賠償の割合を決めるのであれば、こ

の決め方自体は、被害者の特殊な体質による「寄与度」を単なる事実の問

題としてとらえられているわけではないことがわかる。つまり、公平の原

則や寄与度は、柔軟に運用されているといえる。また、被害者側の特殊な

（87）　日本の裁判所は、公平感から被害者の病的素因を原則的に減額事由として考慮
するという基本的な立場をとっており、見解は一致している。しかし、身体的素因
が競合する場合に、どの程度の減責を行うかの判断─寄与の割合についての判断
基準についての決め手はなく、裁判所によって異なってしまい、結局裁判官の裁量
が大きな比重をしめることになるという（能見善久・前掲注（14）・226頁参照）。

（88）　前田陽一・前掲注（70）・909頁 .
（89）　指導性案例研究組「最高人民法院指導性案例司法応用年度報告2015」・前掲注

（10）参照。
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体質を含めて損害をもたらした寄与度、過失について、賠償義務者である

加害者が証明しなければならないにもかかわらず、交通事故に関連する損

害賠償事件では、裁判官は、往々にして交通部門が出した責任の認定結果

に従い、責任を認定し、または事故の鑑定機関の鑑定意見に基づいて損賠

の割合的解決を行ってきた。このような判断における法律構成は必ずしも

明らかでないといわなければならない。

　交通事故あるいは医療過誤に関する損害賠償請求について、大きな賠償

額が求められるにもかかわらず、保険に加入していない、あるいは保険制

度そのものの未発達等の問題が背後にあることも考えられる。いわば公的

救済制度もない状況下で、損害の「公平的」分担が便宜的に使われてきた

のではないかと思われる。被害者の特殊な体質（身体的、病的素因）が被

害者の責任ではないのであれば、通常の人より病弱なだけで「故意・過

失」があると認定してはならないことは言うまでもない。前述した権利侵

害責任法26条及び道路交通安全法第76条 1 項 2 号は、被害者に故意・過失

がなければ、過失相殺を適用することもなく、責任を負うこともないた

め、被害者の特殊な体質を加害者の責任減軽の根拠とすることはできな

い、とも定めている。本来であれば、人身損害賠償に関連する事件におけ

る損害の公平的な分担は、被害者自らが危険を冒したような場合、「過失

相殺」という法理を用いて解決を図る可能性は考えられるが、指導性案例

24号では、X は骨粗しょう症があるとはいえ、事故の発生及び損害の結果

について故意・過失といった主観的要素を有するわけではなく、法律上の

因果関係があるとは言えない。

　交通事故において、加害者の行為と損害について、「あれなければこれ

なし」（condictio sine qua non）という相当因果関係の判断基準に符合する

必要があり、相当因果関係の存在は、損害賠償責任の構成要件の 1 つであ

る
（90）

。しかし、被害者の特殊な体質は、損害結果との間に相当因果関係を有

するわけでなければ
（91）

、被害者の体質を寄与度に基づいて損害の公平な分担

（90）　最高人民法院案例指導工作弁公室・前掲注（ 8 ）・10頁参照。
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を行わせる根拠とすることは、明らかに「公平」に反する。

　この点についてある論者は、「①被害者の特殊な体質と死亡結果の発生

について、権利侵害責任法上の因果関係を構成しない。通説によると、加

害者の責任を確定するとき、加害行為と損害の結果との間に因果関係を確

定しなければならず、損害の発生又は拡大について被害者に過失がなけれ

ば、加害者の賠償責任を減軽又は免除する法定事由が存在しないことにな

る。②加害者は、被害者の死亡結果について故意・過失が存在する。加害

者は、医師免許を取得していないにもかかわらず、依然として医療行為を

行い、危険な結果とりわけ重大な事故の発生について、明らかに知ってい

るといわなければならない。しかし、加害者は、この種の危険な結果の発

生について回避措置をとらなかったため、主観上の間接故意を構成する。

被害者は、正規の医療機関で受診しなかった点では、軽微な過失があるも

のの、これによって加害者の不法行為責任及び賠償義務を減軽することは

できない。したがって、特殊な体質を有する人たちに対して、法律適用上

の差別化を図ってはならず、特殊な体質を有する者に故意・過失がなくて

も、損害を分担させるのであれば、かえって法の下の平等という憲法の原

則に反する」ことになる
（92）

ため、過失相殺を構成しない、と述べている。

　指導性案例24号の被害者 X は、高齢者であり、特殊な体質である骨粗

しょう症は、X に特有な体質ではないだけでなく、横断歩道を歩いてい

るときに Y が運転する車に衝突された。また、X が本件自動車事故につ

（91）　最高人民法院案例指導工作弁公室・前掲注（ 8 ）・10頁参照。
（92）　諸佳英・姜麗麗「自身疾病因素在刑、民因果関係及責任承担中的認定」人民法

院報2014年 7 月 2 日 6 面。また、「被害者の死亡は、複数の原因による結果である。
厳密に言うと、被害者の特殊な体質は因果関係の認定に当たる介入要素ではなく、
行為時に既に存在する特定の条件である。したがって、被害者は、ある種の疾病又
は特殊な体質が存在し、行為者が実施する通常死に至るに足らない行為によって被
害者が死亡した場合、因果関係を認定しなければならない。行為者が認識すべきか
否か、又は被害者の疾病あるいは特殊な体質について予見すべきか否かについて、
故意・過失の有無を認定する問題であり、因果関係の判断に影響を及ぼさない。」

（同）。
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いて予見可能性がないだけでなく、通常の歩行者と同じように横断歩道を

歩いていたため、違法性もない。これに対して Y は、自動車を運転する

者として、高度な注意義務を負っており、歩行者優先という道路交通ルー

ルにしたがい、横断歩道を通過するとき、高度な注意を払う必要があるこ

とは言うまでもない。中国道路交通安全法47条は、「自動車が横断歩道を

通過するときには、減速しなければならない。横断している歩行者がいる

場合は、停車して歩行者に通過させなければならない」（同条 1 項）と規

定している。さらに、同法76条 1 項は、自動車が交通事故を起こし、死傷

の発生、及び財産の損害が生じた場合には、自動車側に故意・過失がなく

ても、10％を超えない範囲の損害賠償責任を負わなければならないとして

いる。これらの法律によると、明らかに通行人に対する保護が強調されて

おり、被害者の特殊な体質を加害者の不法行為責任を減軽するために斟酌

すべき素因及び根拠としているわけではない
（93）

。

Ⅷ　結びにかえて

　本稿は、指導性案例24号を中心に、中国における交通事故損害賠償と被

害者の特殊な体質に関する問題を紹介し簡単な考察を試みた。当該裁判例

が公布される前に、交通事故に関する損害賠償請求事件について、裁判所

は被害者の特殊な体質を原因力の 1 つとして、寄与度に基づき加害者の賠

償責任を減軽してきた。その責任の割合についての認定は、被害者に注意

義務違反などの過失があることを前提にしているわけではなく、専門家の

鑑定意見だけに従い、本来加害者が負担すべき損害まで被害者に押し付

け、割合的な解決が図られていた。そもそも、不法行為の場合は、被害者

は加害者に対して、あらかじめ何等かの義務を負っているわけではなく、

被害の結果に対する特殊な体質の寄与も、被害者が好んで選択したわけで

もなく、むしろ違法な不法行為によって強制されたものである
（94）

。また、特

（93）　胡光輝・前掲注（ 1 ）・24頁参照。
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殊な体質が損害の発生または拡大に寄与する可能性のあることについて、

被害者がそれを回避する義務あるいは対応措置をとらなければならないこ

とを加害者に対して負っているわけではないし、当然ながら、損害の結果

に寄与した部分を被害者の責任とすることはできない
（95）

。

　指導性案例24号の公布によって、被害者の特殊な体質は事故の結果をも

たらした客観的な要素に過ぎず、法律上の因果関係があるわけではないこ

ととした
（96）

。また、交通事故においては、被害者の体質的問題や運転する者

が予見可能か否かにかかわらず、自動車側に高度な注意義務を負い、自ら

の行為による損害の結果についてすべての賠償責任を負わなければならな

いとしたのである
（97）

。やはり被害者に故意・過失がなく、加害者に故意ある

いは重過失があり、当事者間における過失相殺に相当する事情がない限

（94）　永下泰之「損害賠償法における素因の位置（ 1 ）」北大法学論集62巻 4 号、675
頁参照。

（95）　永下泰之・前掲注（94）・675頁参照、窪田充見・前掲注（14）・64頁参照。
（96）　当該判決は、英米法の Eggshell─Skull─Rule または「加害者は、被害者のある

がままの状態を引き受けなければならない」という原則を採用し、つまり、英米法
と同様に被害者の身体的素因を考慮しないという原則を採用しているのである。イ
ギリスにおいて、Egg─shell skull case（卵の殻のように薄い頭蓋骨事件）として有
名な1910年の国王座部（Kings Bench）の判決が打ち出したものである。この判決
以降、被害者の素因による損害の発生・拡大のリスクを加害者が負担するという原
則は、上述の「不法行為者はその被害者をあるがままの状態で引き受ける」という
形で命題化され、現在まで一貫して維持されている（永下泰之・前掲注（94）・31
頁、日本では「素因原則考慮説が支配的である」同29頁）、また、前田陽一・前掲
注（70）・895頁以下などを参照されたい。

（97）　最高人民法院案例指導工作弁公室・前掲注（ 8 ）・11頁参照。また、2002年の
医療事故処理条例49条において、医療事故に関する損害賠償を認定するとき、事故
の損害結果と患者の事故以前の疾病状況との関係を考慮しなければならないと規定
しており、後の法医学学会においてもこの考えを継承し、障害の認定を行うときに
当該概念を用いるようになった。特殊な体質の問題について、立法において進展が
見られなかった。そのため、裁判実務において、関連事件を審理するときに医療事
故処理条例49条を類推適用して被害者の特殊な体質を寄与する原因の 1 つとして、
加害者の最終的な賠償額を確定するとしてきた。したがって、指導性案例24条が公
布されるまで、中国のほとんどの裁判所は、被告と特殊な体質を有する原告との間
に一定の比率に基づいて損害を当事者に分担させるようにしてきた。（同）
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り、特殊な体質による寄与度をもって損害賠償責任（額）を減軽すること

は、かえって被害者にとって不公平が生じることになる。また、「過失な

ければ責任なし」という観点からみても、指導性案例24号の判断は至極当

然のものであろう。

　しかしながら、特殊な体質における寄与度の問題は、権利侵害責任法

（損害賠償）における因果関係、違法性、過失の問題、さらに当事者の社

会生活における自由活動への制限などの政策的な判断問題にもかかわるた

め
（98）

、より詳細な検討が必要であることは言うまでもない。当該指導性案例

は多くの裁判例に引用され、指導性案例として、大きな役割を果たしてい

る。車社会となった中国の現状を考えると、裁判所（＝指導性案例を出し

ている最高人民法院）の政策的配慮あるいは「政策志向型」解決であり、

時代の要請に合致するものであるといえる。だからといって、「裁判官は、

積極的・創造的な政策決定者であり、公共的問題の提起者
（99）

」であるといえ

るわけではない。というのは、中国の裁判制度は、裁判所（人民法院）の

独立は認められているが、裁判官の独立が認められているわけではない。

そのため、裁判官個人の意見（創造）はまったくと言っていいほど表に出

されることはない。このこと自体は、それほど大きな問題ではないが、先

例拘束性の原理を採用していない中国では、「裁判所」の「創造的要素を

含んだ法の解釈の客観性
（100）

」、あるいは「社会の中の一定範囲の人々の利益

（98）　窪田充見・前掲注（14）・64─65頁参照。
（99）　平井宜雄「『法の解釈』論覚書」加藤一郎編『民法学の歴史と課題』（東京大学

出版会、1982年）75頁。
（100）　山田卓生「法解釈の主観性」加藤一郎編『民法学の歴史と課題』（東京大学出

版会、1982年）110頁。「法の解釈は社会の現状に拘束される。社会の現状に即して
妥当と考える結論を求める。しかし、何を妥当と考えるかに当たっては、解釈する
ものの社会観という主観が影響するであろう。でも単なる恣意ではない。客観と不
可分離に結び付けられた主観である。そして正にそれ故に解釈しているものは、自
分の解釈が客観的に妥当な唯一の解釈でもあるかのように意識しがちなのである。
しかし、そのことは法の解釈が主観的価値判断によって左右される、イデオロギッ
シュなものであることを否定するものではない」との指摘がある（来栖三郎「法の
解釈適用と法の順守」法学協会雑誌68巻 5 号、448頁）。
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を基礎の上に立つところの社会的な価値の体系を反映する」「法的価値判

断
（101）

」をいかに確保するのかが、問題であろう。また、誤解を恐れずに言え

ば、「公平の原則」に従い、被害者の特殊な体質による寄与度を割合的に

解決（＝損害の公平な分担））するという裁判所の判断は、むしろ当事者間

の利益衡量を図った解決であり、「利益衡量論」に親和的であるといえる。

結局、「同種の事件」でも、裁判所によってまったく異なる判断が下され、

「主観性」を免れることができない
（102）

。

　そこで、最高人民法院は、「権力」を行使して社会の実情及び当事者間

の紛争解決の「公正・公平」に合致した、「指導性案例」を選定して「同

案同判」（同種の事件には、同一の解決）を「実現」し、法的安定性と予測

可能性の担保を図ることにしている。さらに、指導性案例24号の公布によ

って、被害者の特殊な体質に関連する損害賠償制度の「損害塡補」という

目的だけでなく、不法行為に対する「予防及び制裁」（権利侵害責任法 1

条）という目的に重点を置くようになったと解することができよう。

（101）　川島武宜『科学としての法律学』〔新版〕（弘文堂、1964年）61頁、山田卓生・
前掲注（100）・110─111頁。

（102）　山田卓生・前掲注（100）・109頁以下参照。


